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汚染廃棄物処分施設コンクリートのアルカリ骨材反応抑制の意義 

 

山田一夫、国立環境研究所 

 

１．はじめに 

東京電力福島第一原子力発電所事故による種々の放射能汚染した廃棄物を減容化し、高濃度になった濃

縮物を鉄筋コンクリート製の遮断型相当の処分施設に最終処分することが考えらえる。廃掃法に定める遮

断型処分場は、コンクリートの耐久性を明示的に考慮していないが、一般の鉄筋コンクリート構造物には

寿命がある。コンクリートが劣化する機構は種々あるが、一度劣化を始めると対策が困難な現象として、

アルカリ骨材反応(AAR)によるひび割れがある。一般構造物では AAR の抑制対策が JIS でも定められてい

る。しかし、この AAR 対策が不十分であることが学術団体の研究会でも指摘されている 1,2)。しかも、処

分施設は使用期限を定めない構造物であり、一般構造物には有効でも、時間的概念がない抑制対策では不

十分である。日本における原子力発電所由来の放射性廃棄物処分施設に用いるコンクリートには、AAR を

引き起こす本質的成分であるシリカがほとんど含まれない石灰石を用いることでこの問題を回避している。

オフサイトの放射能汚染した廃棄物処分施設を考えると、石灰石が入手できるとは限らず、別の AAAR 抑

制対策が必要となる。国立環境研究所では、指定廃棄物の遮断型相当の処分場施設に用いるコンクリート

について技術資料をまとめている。本稿では、AAR の課題と対策について、最新の知見をもとに解説する。 

２．アルカリ骨材反応 

 セメント中のアルカリと骨材中の反応性の高いシリカが反応し(アルカリシリカ反応、ASR)、その結果骨

材が膨張する反応(AAR)となり、コンクリートにひび割れをもたらす。ASR には、反応性骨材、アルカリ、

水分が必要である。ASR が膨張に結びつく現象は定式化されていない。シリカがアルカリシリカゲル(水ガ

ラス)になる反応は体積膨張であるが、このゲルを拘束し膨張圧を生み出す機械的な効果が必要である。ま

た AAR には、膨張が最大となる種々の因子(典型的には骨材組合せ)があり、これをペシマム現象と呼ぶ。 

３．課題と解決方法 

 表 1 に AAR に関する現行規格を課題と解決方法(案)とともにまとめる。最大の課題は、現実の処分施設

構造物の AAR による膨張を長期にわたり抑制することである。このためには、骨材試験の不確実性の解消、

抑制対策の有効期間の明確化、試験と現実の膨張挙動の関連付けが必要である。このため、以下の方策の

検討が効果的であると考えられる。AAR は反応性骨材により引き起こされるが、膨張はその組合せに依存

するので、骨材単体ではなく、骨材を組み合わせたコンクリートの試験(コンクリート角柱試験、CPT)を行

う。現行の抑制対策も効果的であるが、室内の促進試験の実環境に対する促進倍率を求め、抑制できる期

間を明確化する。また、室内試験と実構造物の膨張挙動を再現できる数値モデルを開発し、長期的膨張挙

動の定量予測ができるようにする。 

 

表 1 AAR に関する現行規格の課題と解決方法(案) 

 現行規格 課題 解決方法(案) 

骨材の反応

性 

化学法、モル

タルバー法 

骨材の組合せ効果を評価でき

ない。 

骨材試験ではなく、コンクリートの試験(コンク

リートプリズム試験、CPT)を実施。 

抑制対策 ア ル カ リ 総

量規制、混和

材、無害骨材 

不十分な場合有。混和材添加

の定量的評価困難。骨材評価

に限界あり。有効期間が不明。 

CPT による膨張挙動の定量的評価を行ったうえ

で、アルカリ総量と混和材の有効性を示す。CPT

の促進倍率を提示する。 

実構造物の

膨張予測 

規 格 化 さ れ

ていない 

北米規格による CPT は、暴露

試験による膨張を過小評価。 

CPT の欠陥(アルカリ溶脱と不十分な水分供給)

を改良し、数値モデルで膨張予測する。 
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